
　　※各計数は、原則として表示単位未満四捨五入のため、合計等に一致しないことがあります。

① 22年度予算のあらまし　　一般会計「１号補正」の概要 ② 22年度予算の執行状況　　一般会計 (平成22年9月30日現在)

 　<歳　入> 　<歳　出>

　　◇繰越金　　　　　10億5,534万8千円 　 ◇新川地区文化施設建設費　　　　　7億4,248万5千円

◇国庫支出金 2億4 706万円 ◇東部地区図書館建設費 3億5 006万3千円

財 政 状 況 の 公 表 （22年度上半期）概 要

　　　補正額　　　　　13億1,855万7千円
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　　◇国庫支出金　　　 2億4,706万円 　 ◇東部地区図書館建設費　　　　　　3億5,006万3千円

　　◇寄付金　　　　　 　   679万4千円 　 ◇定期予防接種費(子宮頸がんワクチン接種費用助成費)

　　◇都支出金　　　　  　  535万5千円 　 　　　　　　　　　　　　　　　　　1億6,042万4千円

　　◇諸収入　　　　　　　  400万円 　 ◇図書館管理費(東部地区図書館開設に係る運営費)

　 　　　　　　　　　　　　　　　　　 　4,574万8千円

　 ◇その他　　　　　　　　　　　　　 　1,983万7千円

　補正後の一般会計予算の構成

760

406

54

349

216

118

特別区交付金

分担金及び負担金

使用料及び手数料

国庫支出金

都支出金

繰越金

諸収入

その他

0 100 200 300 400 500 600 700 800 900 1,000
(億円)

収入済額

歳 出
その他 256億円（12.0%）

その他 331億円(15.4%)
・総 務 費 145億円

・環 境 費 99億円

※前年度からの繰越予算額を含む。
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※前年度からの繰越予算額を含む。

都支出金

112億円（5.2%）

繰入金

131億円（6.1%）

歳 出

2,142億円

区民生活費

151億円

（7.1%）

・都市開発費 31億円等

国庫支出金

278億円

（13.7%）

③ 区民の負担概況 (平成22年9月30日現在) ④ 財産の現在高 (平成22年9月30日現在) 　　　⑤ 公債の現在高 (平成22年9月30日現在見込)
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建 物

1,062億円

基金とは…

積立基金と運用基金の２種類

があります。左の基金はこの２

つの合計です。

積立基金は、家計でいうと貯

金です。災害発生時や老朽化し

た施設の改築等への備えで、９

月末現在高は938億円です。

運用基金は、一定額の基金を

22年度末

現在高

184億円

土木債

92億円

(50.4%)

教育債

91億円

(49.4%)

公債(区債)とは…

家計でいうと住宅ローンなど

の借金です。

道路整備や学校の大規模改修

など、いくつかの世代にわたっ

て利用することのできる施設に

ついて、将来の区民の方々にも

その費用の一部を負担していた

だくため､公債(区債)を借入れ､

〔円〕

合 計

6,365億円

22年度21年度

工作物 221億円(3.5%) その他 85億円(1.3%) 健康債 0.36億円(0.2%)

公債費等
※前年度からの繰越予算額を含む。

基 金

1,138億円

(17.9%)72,680円

70,894円
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特別区民税 国民健康

保険料

介護保険料

(60.6%)(16.7%) 土地取得のために運用するもの

で、200億円あります。

負担の公平を図っています。

区民一人あたり財産現在高 93万5,346円 区民一人あたり公債現在高 2万6,992円
後期高齢者

医療保険料



平 成 21 年 度 決 算 の 概 要 ※各計数は、原則として表示単位未満四捨五入のため、
　合計等に一致しないことがあります。

一 般 会 計

その他 105億円(4.5%)
繰入金 59億円(2.6%)

諸収入 58億円(2.6%)
使用料及び手数料 38億円(1.7%)

都市開発費 40億円(1.9%)

その他 62億円(2.9%)

・産業振興費 29億円

・公債費 22億円

・議会費 8億円

・諸支出金 2億円地方消費税交付金

億円( )

環境費

102億円(4 8%)

江戸川区の人口（住民基本台帳人口＋外国人登録人口）

677,149人(平成21年 10月1日現在) ＜東京23区中 4番目＞
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特別区交付金（財調）と特別区税の推移
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219億円
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◆特別区税
（区民税・軽自動車税・たばこ税の合計額）

〔年度〕

繰越金

186億円

(8.2%)

総 務 費

164億円

(7.7%)

●特別区交付金（財調）

歳出の性質別内訳

特別区税

507億円

(22.5%)

(14.4%)
区民生活費

267億円

(12.5%)

健 康 費

220億円

(10.3%)

扶助費 物件費人件費 投資的経費 繰出金 そ 他補助費等

生活保護、児童手当、障害者や熟

年者への手当、保育所経費、医療

費助成など福祉的な給付経費

職員の給与、退職金、

委員の報酬などの人に

関わる経費

物品の購入、仕事

の委託などの消費

的性質の経費

道路や公園、

区民施設の整

備や用地取得

などの社会資

本形成に使わ

れる経費

国民健康保険､

介護保険など

特別会計を支

える経費

幼稚園保育料や

学校給食費の補

助、融資の利子

補給などの経費

借入金の元

金と利子の

償還経費

平成19年度は、税率フラット化、定率減税全廃等により特別区税は大幅な増収となりました。

しかし、この増額とほぼ同規模の国・都補助金が削減されているため、区の収入総額が増え

たわけではありません。また、特別区交付金(財調)は、都と区の配分率が52％から55％になり、

過去最大の収入額になりました。

平成21年度は景気の低迷などにより、特別区交付金(財調)は、かつてない大幅な減収となり

ました。特別区税の減収と合わせて、「経常収支比率」の悪化要因となっています。

経常収支比率

財政構造の弾力性を計

る指標で、適正水準は

70％～80％です。

21年度は、適正水準内

ですが、前年度から 8.7

ポイ ト悪化 ま た
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●基金残高
※

▲区債残高

※財政調整基金、街づくり基金、

文化施設等建設基金、災害対策基金、

区債と基金の残高

区債残高は、18･19年度

に繰上償還を実施したた

め、減少しました。21年

度末では185億円となりま

した。

基金残高は､｢文化施設

等建設基金｣などの取崩し

により、前年度より10億

円減少しました

扶助費

607億円

(28.3%)

物件費

331億円

(15.5%)

人件費

382億円

(17.8%)

投資的経費

268億円

(12.5%)

繰出金

195億円

(9.1%)

その他

77億円

(3.7%)

補助費等

260億円

(12.1%)

↑

公債費

22億円

(1.0%)平成21年度決算に基づく健全化判断比率

ポイント悪化しました。

〔億円〕
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※表中の「－」はマイナス値を表し、21年度決算が

　黒字であったことと、将来負担すべき額よりも基

　金(貯金)の方が多く、将来負担比率の該当がなか

　ったことを示しています。

　なお、実質公債費比率がマイナスの場合は「△」

と表示して ます

実質
赤字比率

連結実質
赤字比率

実質
公債費比率

将来負担
比率

江 戸 川 区 － － △2.5％ －
早期健全化基準 11.25％ 16.25％ 25.0％ 350.0％ 185

100
12 13 14 15 16 17 18 19 20 21

文化施設等建設基 、災害対策基 、

教育施設及び区民施設等改築基金、

減債基金の年度末合計残高

円減少しました。

〔年度〕

全国一位の健全性

（２年連続）

実質公債費比率は、収入規模に対し、借金の返済割合を

示すものですが、前年度に続き２年連続で全国 1,750の区

市町村の中で最も良い数値となりました。

　と表示しています。

※早期健全化基準とは、この数値を超えると財政が

　危険な状態であることを示す、国が定めた指標で、

　江戸川区の場合の指標を記載しています。

早期健全化基準 ％ ％ ％ ％


